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水分野でのパートナーシップの課題と日本に期待するもの

－ワシントンＤＣの視点－

世界銀行　中東・北アフリカ局上級水資源専門官　上田　悟

1． 世銀における水政策の展開

現在、約60億人の世界人口のうち、約10億人が飲料水に不足し、また約20億人が水衛生施設がない暮らしをしている。今後30～50年の間に世界人口が80～90億人へと増加するにつれ、水不足をはじめ、さまざまな水問題にさらされる人々は急速に増加することが予測されている。ミレニアム開発目標やヨハネスブルグ持続的開発世界サミットにおいて、途上国における貧困削減や開発と環境・社会に関する議論が活発に行なわれた。

また、「世界開発報告2003」（世銀2003）では、今後いかに経済成長と環境問題を両立させるか、持続可能な開発を達成するためにはどのような制度・組織が必要かを最大の課題としている。特に水資源のような公共財については、外部不経済の問題を内在化させ、社会的な弱者を含めた利害関係者が政策決定に参加できるような法組織・制度を整備することで、資源配分の効率性及び公平性を確保する必要があるとしている。

世界銀行は従来から途上国の水分野における融資及び政策形成に大きな役割を果たしてきた。とくに、近年では「知識の銀行」として、インフラ整備のための融資よりむしろ、水セクターの改革に向けた政策対話、知識普及活動について重点を置きつつある。世銀の政策方針は1993年の水資源管理政策文書に示されており、法制度・組織、規制・管理上のツール、インフラの開発と維持管理に関する観点から構成されており、その考え方はダブリン原則
と一致している。また、2002年４月には新たな「水資源セクター戦略～世銀の関与に関する戦略的方向性～」が公開された。途上国、ドナー、NGOなどを含む広範なコンサルテーションを終え、2003年3月に最終版が公表される予定である。この新戦略は93年の改定版というよりは、その後の10年近くの経験を踏まえて世銀が今後とるべき具体的な戦略を示す文書であり、政策方針そのものについては、1993年の文書と補完関係にある。

今回の新たな戦略文書においてはまず、途上国において水セクターの改革を支援するにあたって、その国の改革の機運や遂行能力を勘案して政策間の優先順位と実施順序を明確にし、部分的ではあっても着実に改革を実現することが重要と説明されている。また、水資源管理と水供給の相互関係および水セクターと経済、社会、環境などの全体的な援助フレームとの整合を図るため、水分野に関する国別援助方針を作成する必要性についても指摘されている。これを受け、世銀では、現在一部のパイロット国において国別援助方針の作成を進めている。　

また、この文書では、水分野の援助においても貧困撲滅の視点は重要であるが、より広範に経済成長を促進する経済インフラの整備も重要であり、水資源の開発及び管理の両方が重要であると明示されている。先進国あるいは途上国では、過去の基幹的な水インフラの整備と地域経済の発展には明確な相関関係が認められ、国、地域全体を見据えた水政策に対する支援とインフラ整備のための融資が必要と説明している。したがって、ダムの建設を含め、経済開発上、重要なプロジェクトは、セーフガードポリシーに則り適切な環境・社会面などに適切な対策をとった上で実施すべきとしている（ハイリスク・ハイリターン）。

この方針は、近年のドナーの水分野における援助が基幹的なインフラへの融資を避け、貧困層に対する水供給・衛生施設の供給など直接的な貧困撲滅対策に集中している傾向に対して一石を投じていると言える。しかし、現実には、世銀のタスクマネージャーはセーフガードポリシーが適用されるハイリスク・プロジェクトに躊躇せざるを得ず、こうした基幹インフラに世銀がどう関与していくかは大きな課題である。

なお、都市用水・灌漑用水の利用効率を高め、またより付加価値の高い分野へ水資源の再配分を進めることなどの需要対策は極めて重要である。これらの対策は単なる不明水の削減、水利用効率の高い灌漑施設の敷設などの技術的な問題に留まらず、必要となる組織・制度や経済・金銭的な支援策の整備は、当該国の水利用に関する歴史・習慣とも関わるため、現地における社会・経済面での緻密な分析と利害関係者との息の長い対話が必要である。

2． ビジョンから実行　－　水セクターの改革支援とパートナーシップ

持続可能な水管理を実施するためには、適切な組織・制度の確立が不可欠である。このためには、知識分析・交換活動を通じた政策アドバイスと人材開発などを通した管理体制・機能の強化が重要である。例えば、地下水管理においては、１）目に見えない公共財の管理には適切な規制とインセンティブが必要、２）流域管理組織と住民管理組織の相互補完が有効、３）適切な水利権の確立と経済財として流動化の促進が必要、との共通認識はあるが、具体的な施策となると、まだまだ知識・経験が不足している。法律・規則を作っても利用者がこれを尊重せず、また管理機能を担保するスタッフ、予算がなければ、絵に描いた餅である。

また、政府、利用者、民間セクターの役割分担など、最適解は当該国の政治、経済、社会、環境、歴史などにより異なる。既存のインフォーマルな制度のうち何を残し何を変えていくか、フォーマルな制度が定着するまでに補完するものとして活用できる既存の制度やルールはないか、また、どのような手順、トリガー（ステップアップの条件）、タイムフレームで個々の制度・組織を立ち上げていくかについては、途上国と援助機関の間で十分な議論・検討が不可欠である。

世銀においては、途上国に対して有効な政策アドバイスを行なうために、過去の類似プロジェクトや先進国における成功例（いわゆるベストプラクティス）を分析し、各種施策の導入にあたっての条件・留意点・利害得失について検討を行なっている。こうした分析結果を途上国との政策対話に活用するとともに、ウェブサイトなどを通じて随時参照できるようにしている。また、導入した制度・組織が十分に機能するよう、世銀研究所（WBI）とともに人材育成・教育などのプログラムも整備しつつある。

こうした知識・経験の分析、情報交換、人材育成などのソフト面の強化にあたっては、自然・社会面で一定の共通要素があり、また類似の水問題をかかえる一定の地域を対象としたパートナーシップが有効である。私の担当する中東・北アフリカ地域は、利用可能な水資源の賦存量が世界で最も少なく、水利用に関しては最も困難な課題に直面している。世銀では、これらの国に対して、より適切な水管理を行なうための法制度・組織の整備に向けた政策分野での支援を強化するため、中東・北アフリカ地域水イニシャティブ
を設立した。このイニシャティブは、１）水管理施策に関するベストプラクティスの収集・分析活動、２）分析結果などの情報の共有・交換活動、３）途上国及び援助機関を含めたパートナーシップの強化を目的としている。この一環として、第3回世界水フォーラムにおいて、中東、北アフリカ地域、さらにはほかの地中海沿岸諸国を対象とした「中東・地中海の日」を開催することとしており、この知的支援活動を強化すべく、途上国や他のドナーとともに準備をすすめている。

３．日本の水セクター援助に対する期待
近年、世銀は包括的な開発フレームワーク（ＣＤＦ）と貧困削減戦略ペーパー（ＰＲＳＰ）を提唱し、途上国やドナー間の開発援助の協調を進めつつある。この潮流に埋没することなく、日本が国際的な議論の場を通して日本の援助の有効性、評価を高めるためには、水に関する日本の援助機関、関係省庁、大学、NGO、シンクタンクなどの関係者のネットワークを強化し、国際的なレベルで知的貢献を行なうための体制整備が必要である。この意味で、日本が主催する第３回世界水フォーラムが貴重なスプリングボードとなることは間違いない。すでにこれまでの準備会合などを通して、日本の水政策・援助担当者は、途上国、国際機関、ほかの援助機関と共通のキーワード・土俵で議論を始めている。

従来、日本の水分野の援助は技術的な分野が中心であり、国際的な場で政策・制度・組織について議論をすることはあまりなく、日本の存在感、影響力はその援助額から見れば極めてわずかなものでしかなかった。今後は水フォーラムにおけるモメンタムを失わず、世界の水をめぐる議論・行動に参加し、日本から意見・情報を発言し、政策の形成にあたって主導権を確保していくことが極めて重要である。

とくに、水フォーラム事務局を中心にした海外も含めた広範なネットワークは、灌漑、上下水、発電、環境、洪水などセクター間を横断した水資源の総合的管理、政府・大学・民間などの垣根をこえた学際的な取り組みを可能にし、その成果をバーチャルフォーラムなどの情報ネットワークで共有するなど、実務家の知的競争力を飛躍的に向上させつつある。この組織の枠を超えた緩やかなネットワークを核に、水分野での知的支援の担い手を結び付け、組織横断的に、多角的な知識を収集、議論、共有化を図る知的支援システムを確立・強化することが極めて重要である。

また、今後、水分野で日本が政策議論のリードをとるためには、自らの経験を検証し説明することが重要である。戦後の荒廃期から高度成長期を通じて、水資源管理制度の確立とインフラの整備により、洪水・渇水・水質汚濁など水に関するさまざまな問題を解決してきた経験を紹介し、途上国へのアドバイスに活かすことが重要である。さらに、一段高い視点から、途上国あるいはほかの先進国の制度、経験をながめ、対象国に適用可能なメニューを検討・提案していく必要がある。

政治・社会・経済・環境等がまったく異なる途上国において、たとえば自然条件のような一面だけを見て、日本の制度がそのまま適用できるとは限らない。とくに日本は途上国と比べて、財政基盤が強固であり、国民の高い順法精神、部族間の争いとは無縁など、恵まれた環境にあることを認識した上で、実現性の高い政策提案を行なう必要がある。今回の水フォーラムを通して、日本の水分野の援助政策に携わる人に、こうした意味での国際的な視野、援助の視点が広がって、日本からの政策提案能力が向上すること、他のドナーや途上国との対話の促進されることが期待される。

また、日本は技術、インフラ整備に関する援助を引き続き重視すべきである。世銀の新しい水戦略の取りまとめの中心にあった上級水アドバイザーのジョン・ブリスコー氏はこの分野に対する日本の貢献の重要性を力説している。日本は水資源の流域マスタープランなど緻密なフィールド調査、データ収集・分析が必要な分野では大きな比較優位をもっている。こうした基礎データは水に関する政策・戦略を検討する上でも極めて重要であり、国際機関などが政策に関する共通の枠組みに焦点をあてるあまり、コンセプトの議論に終始しがちであることと対照的である。今後は、衛星画像処理、ＧＩＳなどの最新技術を水収支・土地利用の把握、灌漑計画、森林保全などの援助プロジェクトに対して横断的に開発・適用し、さらには技術移転やマーケティングを強化する必要がある。

最後に、第3回世界水フォーラムが世界の水問題の解決に向けた行動を加速すること、日本の水分野における政策アドバイスなど知的支援の側面が強化されること、水分野が日本の個別セクターにおける新たな援助モデルの先駆けとなることを強く期待している。

なお、本文はあくまで著者個人の見解であり、著者の属するいかなる組織の立場を述べたものではない。

� ダブリン原則は次の３つの原則からなる：（１）自然系原則：流域レベルでの水、環境、土地資源の統合的な管理が必要、（２）制度上原則：水資源管理は政府、民間、住民組織、女性を含む利害関係者の参加と下位機構への権限委譲が必要、（３）実行施策上原則：水は枯渇資源であり、インセンティブや経済的なツールを用いて水の配分と質の向上が必要。


� 世界銀行中東・北アフリカ水イニシャティブの情報は関連情報をウェブサイトwww.worldbank.org/mna-waterに載せている。





